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令和５年度宮崎県消費生活相談員研修（資格取得支援）事業に係る

企画提案募集要領

１ 事業の目的

県、市町村における消費生活相談業務を支援するため、県及び市町村の消費生

活相談員等の国家資格取得に向けた講座を実施し、消費生活相談員の資質向上を

図る。

２ 委託の内容

令和５年度宮崎県消費生活相談員研修（資格取得支援）事業委託仕様書による。

３ 委託料の上限額

３，０００，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）

委託料は業務完了審査に合格した後、精算払いにより支払う。

４ 委託期間

契約締結の日から令和６年３月31日まで

５ 応募資格要件

（１）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き開始の申し立て、

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続の開始の申し立て又は

破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申し立てがなされてい

ない者

（３）この公告の日から受託候補者を選定するまでの間に、宮崎県から入札参加資格停

止の措置を受けていない者

（４）県税に未納がない者

（５）宮崎県暴力団排除条例（平成２３年条例第１８号）第２条第１号に規定する暴力

団、又は代表者及び役員が同条例第４号に規定する暴力団関係者でない者

（６）地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３２１条の４及び各市町村の条例の規

定により、個人住民税の特別徴収義務者とされている法人にあっては、従業員等（宮

崎県内に居住しているものに限る。）の個人住民税について特別徴収を実施している

者又は特別徴収を開始することを誓約した者

（７）本業務について、十分な業務遂行能力を有し、過去にこの業務委託と同種、同規

模以上の業務の実績を有する者

６ 企画提案競技実施の公示方法

県庁ホームページにより公示
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７ スケジュール（予定）

（１）公示 令和５年４月14日（金）

（２）参加申込書の提出期限 令和５年４月28日（金）午後５時

（３）質問票の提出期限 令和５年５月８日（月）午後５時

（４）企画提案書の提出期限 令和５年５月12日（金）午後５時

（５）業者選定審査会 令和５年５月22日（月）

（６）審査結果の通知 令和５年５月26日（金）までに

８ 企画提案競技の方法

（１）参加申込み

① 提出書類：企画提案競技参加申込書（別紙１）

② 提出期限：令和５年４月28日（金）午後５時

③ 提出方法：電子メール又はFAX（提出確認のため、送付後は担当者へ連絡す

ること）

④ 提出先：下記12 問い合わせ及び書類提出先を参照

（２）質問票

① 提出書類：企画提案競技に関する質問票（別紙２）

② 提出期限：令和５年５月８日（月）午後５時

③ 提出方法：電子メール

④ 提出先：下記12 問い合わせ及び書類提出先を参照

（３）企画提案書等

下記①の書類を６部（正本１部、副本５部）作成し、下記②のとおり提出する

こと。

① 提出書類

ア 企画提案応募書（様式第１号）

イ 法人に関する調書（様式第２号）

ウ 当該研修事業に係る運営体制についての資料（様式第３号）

エ 研修企画書（様式第４号）

オ 費用積算書（様式第５号）

カ 研修等の実績（様式第６号）

キ 誓約書（様式第７号）

ク 法人の定款、規約又はこれに代わるもの（様式は任意）

ケ 直近１年間の収支計算書及び貸借対照表又は財産目録（様式は任意）

コ 令和５年度の収支予算書（様式は任意）
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② 提出方法等

ア 提出方法：郵送又は持参

イ 提 出 先：〒880-8501 宮崎市橘通東２丁目１０番１号（県庁１号館４階）

宮崎県総合政策部生活・協働・男女参画課 消費・安全担当

ウ 提出期限：令和５年５月１２日（金）午後５時まで（必着）

（４）審査

以下の項目についての評価を行う。

① 研修科目及び内容

・研修科目は適切であり、十分に研修目的を達成できるものであるか。

・最新の情報や新たな視点が盛り込まれているか。

・講師の確保は可能か。

② 運営体制

・業務を安定的に実施するために必要な人材や体制が確保されているか。

・台風や大雨など非常災害時におけるバックアップ体制は十分であるか。

・欠席者への補習等の対応は十分であるか。

・新型コロナウイルス感染症の影響を十分に考慮した内容となっているか。

③ 経済性

・提案内容に対し経費の積算は妥当か。また、節減が図られているか。

④ 実績

・本業務を受託するに相応しい同程度の業務実績や熟練度があるか。

（５）選定方法

複数の審査委員において、提案内容を総合的に審査し、最も優れた企画を提

案した１者を受託候補者として選定する。

（６）審査結果の通知

令和５年５月26日（金）までに、採択・不採択にかかわらず書面で通知する。

（７）当手続中に、次のいずれかに該当することとなった場合は、当該参加者の参

加資格を欠格とする。

① 当該手続の参加資格を満たさなくなったとき

② 提案書を期限までに提出しないとき

③ 提案書の内容が、公示した仕様又は条件に明らかに適合しないとき

④ 虚偽記載、その他不正な行為があったと認められるとき

⑤ 契約上限額を周知して実施した場合において、提案の内容が契約上限額を超

えているとき

⑥ ①から⑤に掲げるもののほか、当該手続に関する条件に違反したとき
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（８）（７）に基づき欠格とする者があるときは、当該参加者に書面で通知するもの

とする。

９ 契約の方法

（１）受託候補者と県は、採択された企画提案書の内容に基づき、その業務内容の

詳細、業務遂行に必要な具体的な条件等の協議を行った上で、随意契約を行う。

（２）受託候補者との協議が調わず、契約の見込みがないときは、次点の提案者と

契約に向けた協議を行い、前項に準じて契約を行う。

10 契約保証金

宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第１０１条の規定による。

11 その他

（１）この業務に関する制作物の著作権及び複製権は全て宮崎県に帰属するものと

する。

（２）企画提案に係る費用は、全て提案者の負担とする。

（３）提出された資料は、返却しない。

（４）委託業務の再委託は、原則として禁止とする。

（５）受託者は、県と十分に協議を行いながら委託業務を実施するものとする。

（６）受託者は、委託業務において、受講者から受講料やテキスト代等の経費を徴

収してはならない。

（７）受託者は、受講者に対し、委託業務の実施に関して知り得た個人情報を利用

して受託者が行う営利活動の勧誘を行ってはならない。

12 問い合わせ及び書類提出先

宮崎県総合政策部生活・協働・男女参画課 消費・安全担当 向井

所在地：〒880-8501 宮崎市橘通東２丁目１０番１号

電 話：０９８５－２６－７０５４

ＦＡＸ：０９８５－２０－２２２１

E-mail: seikatsu-kyodo-danjo@pref.miyazaki.lg.jp
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別紙１

令和 年 月 日

宮崎県総合政策部生活・協働・男女参画課

消費・安全担当 向井 宛て

ＦＡＸ ０９８５－２０－２２２１

E-mail seikatsu-kyodo-danjo@pref.miyazaki.lg.jp

宮崎県知事 殿

企 画 提 案 競 技 参 加 申 込 書

（令和５年度宮崎県消費生活相談員研修（資格取得支援事業））

社 名

代表者名

連絡担当者名

電話番号

ＦＡＸ番号

メールアドレス
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別紙２

令和 年 月 日

宮崎県総合政策部生活・協働・男女参画課

消費・安全担当 向井 宛て

Ｅ－mail seikatsu-kyodo-danjo@pref.miyazaki.lg.jp

企 画 提 案 競 技 に 関 す る 質 問 票

（令和５年度宮崎県消費生活相談員研修（資格取得支援事業））

社 名

（質問内容）

担当者
部 署 名：

氏名
担 当 者：

及び
電 話：

連絡先
Ｆ Ａ Ｘ：

Ｅ－mail：
注） ・ 質問内容は、要点を簡潔に記載すること。

また、実施要領等の資料名（ページ）などを掲げ、質問内容を明確にする

こと。

・ この質問票は、電子メールで送付すること。
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様式第１号

令和 年 月 日

企画提案応募書

宮崎県知事 殿

法 人 名

所 在 地 〒

代 表 者 氏 名 印

令和５年度宮崎県消費生活相談員研修（資格取得支援）事業について、次のとおり関係

書類を添付して応募します。

添 付 書 類

１ 法人に関する調書（様式第２号）

２ 当該研修事業に係る運営体制についての資料（様式第３号）

３ 研修企画書（様式第４号）

４ 費用積算書（様式第５号）

５ 研修等の実績（様式第６号）

６ 誓約書（様式第７号）

７ 法人の定款、規約又はこれに代わるもの

８ 直近１年間の収支計算書及び貸借対照表又は財産目録

９ 令和５年度の収支予算書
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様式第２号

法人に関する調書

（令和 年 月 日現在）

法人名

所在地

代表者

担当所属名 担当者職・氏名

連絡先 電話 ＦＡＸ

Ｅ-ｍａｉｌ：

設立年月日 資本金等 千円

ホームページ あり〔http:// 〕・なし

会員数又は 役員数

株主数 人 人

前年度決算額 本年度

（見込） 千円 予算額 千円

職員数 うち

（常勤） 人 研修担当 人

１ 概要・沿革

法人の概要・ ２ 組織

主な事業内容

等

３ 主な事業内容・活動内容
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様式第３号

当該研修事業に係る運営体制についての資料

１ 運営方針

２ 事務局の人員体制

役割 役職名 氏名 経験年数 業務内容

運営責任者

企画担当者

講座当日の司会進行

運営スタッフ

３ 危機管理への対応・体制

区分（ケース） 支援体制等

講師に事故等があった

場合

事務局のスタッフ等に

事故等があった場合

非常災害等（台風、大

雨等）の場合

４ その他運営について特記すべき事項
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様式第４号

研 修 企 画 書

１ 研修実施の考え方

２ 具体的なカリキュラム

日目 時間 講 座 内 容 講 師

注）第１次試験の前月末日までの間に、１２日間（１日５時間、１週間に１日程度）実

施する第１次試験対策講座の内容と第２次試験の前月末日までの間に１日間実施する

第２次試験対策講座の内容を記載してください。

注）「講座内容」欄は、法律名やジャンル等を具体的に記載してください。

注）「講師」欄は、氏名を書く必要はありませんが、予定している講師の職種・資格等

を必ず記入してください。

注）欄が不足する場合は、適宜継ぎ足して作成してください。
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様式第５号

費 用 積 算 書

１ 見積金額（税抜） 円

消費税及び地方消費税額 円

合計金額 円

２ 積算内訳(税抜)

区 分 積 算 金額（円）

(1) 講座実施経費

講師謝金

講師旅費

テキスト代

書籍代

その他

(2) 研修運営費

① 人件費（研修事務）

② 人件費（プログラム・

テキスト等作成）

③ 旅 費

④ 通信費

⑤ 備品・消耗品費

⑥ その他の経費

(3) 管理費 委託費用の○％
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様式第６号

消費者問題に関する研修及び消費生活相談の実績

年 度 活 動 内 容

※ 地方公共団体と、当委託業務と同様の委託契約を締結している場合は、その委託契

約書の写しを添付してください。
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様式第７号

令和 年 月 日

宮崎県知事 殿

法 人 名

所 在 地 〒

代 表 者 氏 名 印

誓 約 書

私は、令和５年度宮崎県消費生活相談員研修（資格取得支援）事業に係る企画提案競技

の参加に当たり、下記の参加資格の要件を全て満たしていることを誓約します。

※チェック欄（誓約の場合、□にチェックを入れてください。）

□ 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者

□ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き開始の申し立て、民

事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続の開始の申し立て又は破産

法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申し立てがなされていない者

□ この公告の日から受託候補者を選定するまでの間に、宮崎県から入札参加資格停止

の措置を受けていない者

□ 県税に未納がない者

□ 宮崎県暴力団排除条例（平成２３年条例第１８号）第２条第１号に規定する暴力団、

又は代表者及び役員が同条例第４号に規定する暴力団関係者でない者

□ 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３２１条の４及び各市町村の条例の規定

により、個人住民税の特別徴収義務者とされている法人にあっては、従業員等（宮崎

県内に居住しているものに限る。）の個人住民税について特別徴収を実施している者

又は特別徴収を開始することを誓約した者

□ 本業務について、十分な業務遂行能力を有し、過去にこの業務委託と同種、同規模

以上の業務の実績を有する者


